
 

 

2012 年 4 月 27 日 

日 本 銀 行 

 

「資産買入等の基金運営基本要領」の一部改正等について 

 

 

日本銀行は、本日、政策委員会・金融政策決定会合において、金融緩和

を一段と強化し、これを通じて、物価安定のもとでの持続的成長経路への

移行をより確かなものとする観点から、下記の諸措置を講ずることを決定

しましたので、お知らせします。 

 

記 

 

１．「資産買入等の基金運営基本要領」（平成２２年１０月２８日決定）

を別紙１のとおり一部改正すること。 

２．「資産買入等の基金の運営として行う国債等買入基本要領」（平成２

２年１０月２８日決定）を別紙２のとおり一部改正すること。 

３．「資産買入等の基金の運営として行うコマーシャル・ペーパーおよび

社債等買入基本要領」（平成２２年１０月２８日決定）を別紙３のとお

り一部改正すること。 

４．１．の実施に関し、日本銀行法（平成９年法律第８９号）第４３条第

１項ただし書きおよび同法第６１条の２の規定に基づき、別紙４および

別紙５のとおり財務大臣および金融庁長官に認可を申請すること。 

以  上 

＜本件照会先＞ 

企 画 局 千 田（03-3277-2800） 

 福 田（03-3277-3768） 



別紙１ 

 

「資産買入等の基金運営基本要領」中一部改正 

 

○ ４．を横線のとおり改める。 

４．買入残高および貸付残高の上限 

（１）買入残高の総額は３０４０兆円程度、貸付残高の総額は３５３０兆円

程度を上限とする。 

（２）３．（２）に定める買入対象資産ごとの買入残高の上限は以下のとお

りとする。 

イ、利付国債                        １９２９兆円程度 

ロ、 

ニ、 

ホ、指数連動型上場投資信託受益権    １．４１．６兆円程度 

へ、不動産投資法人投資口      ０．１１０．１２兆円程度 

 

（附則） 

この一部改正は、本日から実施する。ただし、４．（１）に定める貸付

残高の総額の上限は、実際の貸付残高の総額が３０兆円以下となるまでの

間、なお従前の例による。また、指数連動型上場投資信託受益権および不

略（不変） ～ 



動産投資法人投資口に関する一部改正は、「指数連動型上場投資信託受益

権等買入等実施要綱」（平成２２年１０月２８日付政委第９２号別紙９．

の別紙および同別紙１０．の別紙）の一部改正に関する日本銀行法（平成

９年法律第８９号）第４３条第１項ただし書きおよび同法第６１条の２の

規定に基づく財務大臣および金融庁長官の認可を受けることを条件とし

て、当該認可を受けた日から実施する。 

 



別紙２ 

 

「資産買入等の基金の運営として行う国債等買入基本要領」中一部改正 

 

○ ５．を横線のとおり改める。 

５．買入対象 

利付国債（残存期間が１年以上２年以下の２年債、ならびに同１年以上

３年以下の５年債、１０年債および２０年債に限る。）および国庫短期証

券のうち、７．に定める入札を実施する日以前に発行されたものとする。 

 

（附則） 

この一部改正は、本日から実施する。 



別紙３ 

 

「資産買入等の基金の運営として行うコマーシャル・ペーパーおよび社債等

買入基本要領」中一部改正 

 

○ ４．（６）を横線のとおり改める。 

（６）社債 

格付について、次のイ、またはロ、を満たし、かつ、残存期間が１年以

上２３年以下であること。 

以下略（不変） 

 

○ ４．（７）を横線のとおり改める。 

（７）不動産投資法人債 

格付について、次のイ、またはロ、を満たし、かつ、残存期間が１年以

上２３年以下であること。 

以下略（不変） 

 

（附則） 

この一部改正は、本日から実施する。 

  



別紙４ 

 

（財務大臣宛認可申請書） 

 

政第 号 

平成２４年 月 日 

 

財務大臣 安住 淳 殿 

日本銀行総裁 白川 方明 

 

指数連動型上場投資信託受益権等買入等実施要綱の一部変更に関する件 

 

金融緩和を一段と強化し、これを通じて、物価安定のもとでの持続的成長

経路への移行をより確かなものとする観点から、平成２２年１０月２８日付

財理第４６４１号・金総第３９０７号認可、平成２３年３月１５日付財理第

１１６２号・金総第１０６０号認可および平成２３年８月５日付財理第３６

５４号・金総第３３７３号認可に基づいて行う指数連動型上場投資信託受益

権等の買入れ等の要綱を別紙のとおり一部変更することと致したく、政策委

員会の議決を経て、日本銀行法第４３条第１項ただし書の規定に基づき、認

可申請致します。 

以  上 



別 紙 

 

「指数連動型上場投資信託受益権等買入等実施要綱」中一部変更 

 

○ ５．を横線のとおり改める。 

５．買入限度額等 

（１）指数連動型上場投資信託受益権の買入残高の総額は 1 兆 4,0001 兆 6,000

億円程度を限度とする。また、特定の銘柄への過度の集中排除の観点から本

行が銘柄別の上限を別に定める場合には、これを買入限度とする。 

（２）不動産投資法人投資口の買入残高の総額は 1,1001,200 億円程度を限度と

する。また、銘柄別の買入限度は、当該銘柄の発行済投資口の総数の５％と

する。ただし、発行済投資口の総数の５％を超えない場合であっても、特定

の銘柄への過度の集中排除の観点から本行が銘柄別の上限を別に定める場

合には、これを買入限度とする。 

（３）略（不変） 

 

 



別紙５ 

 

（金融庁長官宛認可申請書） 

 

政第 号 

平成２４年 月 日 

 

金融庁長官 畑中 龍太郎 殿 

日本銀行総裁 白川 方明 

 

指数連動型上場投資信託受益権等買入等実施要綱の一部変更に関する件 

 

金融緩和を一段と強化し、これを通じて、物価安定のもとでの持続的成長

経路への移行をより確かなものとする観点から、平成２２年１０月２８日付

財理第４６４１号・金総第３９０７号認可、平成２３年３月１５日付財理第

１１６２号・金総第１０６０号認可および平成２３年８月５日付財理第３６

５４号・金総第３３７３号認可に基づいて行う指数連動型上場投資信託受益

権等の買入れ等の要綱を別紙のとおり一部変更することと致したく、政策委

員会の議決を経て、日本銀行法第４３条第１項ただし書および同法第６１条

の２の規定に基づき、認可申請致します。 

以  上 



別 紙 

 

「指数連動型上場投資信託受益権等買入等実施要綱」中一部変更 

 

○ ５．を横線のとおり改める。 

５．買入限度額等 

（１）指数連動型上場投資信託受益権の買入残高の総額は 1 兆 4,0001 兆 6,000

億円程度を限度とする。また、特定の銘柄への過度の集中排除の観点から本

行が銘柄別の上限を別に定める場合には、これを買入限度とする。 

（２）不動産投資法人投資口の買入残高の総額は 1,1001,200 億円程度を限度と

する。また、銘柄別の買入限度は、当該銘柄の発行済投資口の総数の５％と

する。ただし、発行済投資口の総数の５％を超えない場合であっても、特定

の銘柄への過度の集中排除の観点から本行が銘柄別の上限を別に定める場

合には、これを買入限度とする。 

（３）略（不変） 

 

 

 




